
 事 務 連 絡 

 平成 27 年 1 月 30 日 

 

保険医療機関等 各位 

 

 兵庫県国民健康保険団体連合会 

 

   難病及び小児慢性特定疾病の新たな医療費助成制度並びに高額療養費制度の 

改正に伴う取扱いについて（通知） 

 

平素は、本会の業務運営につきまして、格別のご理解を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、「児童福祉法の一部を改正する法律」（平成 26 年法律第 47 号）、「難病の患者に対

する医療等に関する法律」（平成 26年法律第 50号）及び「健康保険法施行令等の一部を改

正する政令」（平成 26 年政令第 365 号）（以下「改正法等」という。）が公布され、いずれ

も平成 27年 1月 1日から施行されたことに伴い、診療報酬請求書等の記載要領等の一部が

改正されました。 

つきましては、レセプト請求の際には下記の取扱いにご留意いただきますようお願い申

し上げます。 

 なお、照会等がある場合は、各地区の担当係（「10 担当係」参照）にお問い合わせくだ

さい。 

 

記 

 
1  改正法等の概要（平成 27年 1月 1日施行） 

（1） 児童福祉法の一部を改正する法律 

小児慢性特定疾病の児童等に対する医療費助成（以下「小児慢性特定疾病」という。）

については、児童福祉法に基づく小児慢性特定疾患治療研究事業として実施されてい

ましたが、今般の改正により、新たな小児慢性特定疾病医療助成制度が実施されまし

た。 

   ≪主な改正点≫ 

    ・医療費助成制度の対象疾病の拡大（514疾病から 704疾病に） 

    ・月額自己負担限度額等の変更 

 

（2） 難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。） 

難病の患者に対する医療費助成（以下「特定医療費」という。）については、特定疾

患治療研究事業として実施されていましたが、今般の法制化により、スモン等の一部

の疾患を除き新たな難病医療費助成制度が実施されました。 

≪主な改正点≫ 

    ・医療費助成制度の対象疾病の拡大（56疾病から 110疾病に） 

    ・月額自己負担限度額等の変更 

 

（3） 国民健康保険法施行令の一部改正 

70歳未満の被保険者等に係る高額療養費の自己負担限度額（算定基準額）について、

負担能力に応じた負担を求める観点から、今般の改正により、所得区分等が細分化さ

れました。 

≪主な改正点≫ 

    ・70歳未満の高額療養費の算定基準額の所得区分を 3段階から 5段階に細分化 

    ・75 歳到達時の高額療養費の算定基準額の所得区分を 3段階から 5段階に細分化 

    ・70 歳以上の被保険者に係る一部負担金の割合の判定方法の見直し 
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2  難病法施行等に伴う公費負担者番号について 

  平成 27 年 1 月診療分以降は、法別 51（602）、52（600 番台）は廃止となりますので、

請求があった場合は、保険医療機関等への返戻対象となります。 

  なお、県単独特定疾患「法別 86」は現行どおり継続しています。 

  ※法別 52、54における全国の公費負担者番号一覧は別添 1のとおり 

 

法別番号 実施機関番号 H26.12診療以前 H27.1～H29.12診療 H30.1診療以降（予定） 

５１ 

６０１ ○ ○ ○ 

６０２ ○ 
× 

（廃止） 
× 

（廃止） 

５２ 

６００番台 ○ 
× 

（廃止） 
× 

（廃止） 

７００番台 
― 

（施行前） 
○ 

× 
（廃止） 

８００番台 
― 

（施行前） 
○ ○ 

５４ 

５０１ 
― 

（施行前） 
○ 

× 
（廃止） 

６０１ 
― 

（施行前） 
○ ○ 

 

 

3  自己負担限度額等について 

（1） 自己負担限度額表 

ア 小児慢性特定疾病                       （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

階層区分 

患者負担割合：2割 

自己負担限度額（外来＋入院＋薬代＋訪問看護費） 

原則 既認定者（経過措置 3年間） 

一般 
重症 

（注 1） 

 

一般 
現行の 
重症患者 

 

人工呼吸器 
等装着者 

人工呼吸器 
等装着者 

低所得Ⅰ 1,250 1,250 

500 

1,250 
1,250 

500 

低所得Ⅱ 2,500 2,500 2,500 

一般所得Ⅰ 5,000 2,500 2,500 

2,500 一般所得Ⅱ 10,000 5,000 5,000 

上位所得 15,000 10,000 10,000 

入院時の食費 1/2自己負担 自己負担なし 
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イ 難病法に基づく特定医療費                   （単位：円） 

階層区分 

患者負担割合：2割 

自己負担限度額（外来＋入院＋薬代＋訪問看護費） 

原則 既認定者（経過措置 3年間） 

一般 

高額 
かつ 
長期 

（注 1） 

 

一般 
重症認定 

患者 

 

人工呼吸器 
等装着者 

人工呼吸器 
等装着者 

低所得Ⅰ 2,500 2,500 

1,000 

2,500 
2,500 

1,000 

低所得Ⅱ 5,000 5,000 5,000 

一般所得Ⅰ 10,000 5,000 5,000 

5,000 一般所得Ⅱ 20,000 10,000 10,000 

上位所得 30,000 20,000 20,000 

入院時の食費 全額自己負担 1/2自己負担 

 
（注 1） 月ごとの医療費総額が 5万円を超える月が年間 6回以上ある者（例えば医療保

険の 2割負担の場合、医療費の自己負担が 1万円を超える月が年間 6回以上） 
 
（注 2） 同一の世帯内に難病法に基づく特定医療費又は小児慢性特定疾病の複数の受給

者がいる場合、受給者が複数となっても世帯の負担が増えないよう世帯内の対象
患者数を勘案して、負担上限額が按分されます。 

 
各患者の負担上限額＝患者本人の負担上限額×（世帯で最も高い者の負担上限額 

／世帯における負担上限額の総額） 
   【例】Ａ（難病【原則（上位）3万円】）、Ｂ（難病【高額かつ長期（上位）2万円】） 

Ａ：3 万円×（3万円／5万円）＝18,000 円 
Ｂ：2万円×（3万円／5万円）＝12,000 円 世帯の総額 3万円 

 
 

（2） 自己負担限度額の管理 

小児慢性特定疾病及び難病法に基づく特定医療費の自己負担の限度額は、「自己負担

限度額管理票」で管理することとなり、自己負担の累積額（月額）が自己負担上限額

に達した場合は、当該月において自己負担を徴収しません。 

 

（3） 食事（生活）療養標準負担額 

入院時の食費（食事（生活）療養標準負担額）に係る負担は、小児慢性特定疾病につ

いては、1/2 を自己負担、残りの 1/2 が公費負担となります。（既認定者は自己負担な

し（経過措置（3年間）） 

また、難病法に基づく特定医療費については、全額自己負担となります。（既認定者

は 1/2を自己負担、残りの 1/2を公費負担（経過措置（3 年間）） 

なお、食事（生活）療養標準負担額は、小児慢性特定疾病及び難病法に基づく特定医

療費いずれも自己負担限度額管理票への記載は不要です。 

 

 

 

 

4 高額療養費の算定基準額等について 
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（1） 70歳未満の被保険者に係る所得区分及び算定基準額 

  【平成 26年 12月診療分以前】         【平成 27年 1月診療分以降】 

所得区分 
特記 
事項 

算定基準額  所得区分 
特記 
事項 

算定基準額 

上位所得者 
（旧ただし
書き所得
600万円
超） 

17 上位 
 

22 多上 

150,000円＋（総医療費
－500,000円）×1％ 

〈多数回該当：83,400円〉 

 
旧ただし書
き所得 901
万円超 

26 区ア 
 

31 多ア 

252,600円＋（総医療費－
842,000円）×1％ 

〈多数回該当：140,100円〉 

 

旧ただし書
き所得 600
万円超 901
万円以下 

27 区イ 
 

32 多イ 

167,400円＋（総医療費－
558,000円）×1％ 

〈多数回該当：93,000円〉 

一般所得者
（旧ただし
書き所得
600万円以

下） 

18 一般 
 

23 多一 

80,100円＋（総医療費－
267,000円）×1％ 

〈多数回該当：44,400円〉 

 旧ただし書
き所得 210
万円超 600
万円以下 

28 区ウ 
 

33 多ウ 

80,100円＋（総医療費－
267,000円）×1％ 

〈多数回該当：44,400円〉 

 
旧ただし書
き所得 210
万円以下 

29 区エ 
 

34 多エ 

57,600円 
〈多数回該当：44,400円〉 

低所得者 
（市町村民
税非課税） 

19 低所 
 

24 多低 

35,400円 
〈多数回該当：24,600円〉 

 
市町村民税
非課税 

30 区オ 
 

35 多オ 

35,400円 
〈多数回該当：24,600円〉 

※ 70歳未満の被保険者の平成 27年 1月診療分以降において、特記事項「17」～「19」
及び「22」～「24」で請求があった場合は、特記コード不備のため保険医療機関等へ
の返戻対象となります。 

 

（2） 75 歳到達時特例対象療養に係る算定基準額 

  【平成 26年 12月診療分以前】         【平成 27年 1月診療分以降】 

所得区分 算定基準額  所得区分 算定基準額 

上位所得者 
（旧ただし書き所得

600万円超） 

75,000円＋（総医療費－
250,000円）×1％ 

〈多数回該当：41,700円〉 

 
旧ただし書き所得 901

万円超 

126,300円＋（総医療費－
421,000円）×1％ 

〈多数回該当：70,050円〉 

 
旧ただし書き所得 600
万円超 901万円以下 

83,700円＋（総医療費－
279,000円）×1％ 

〈多数回該当：46,500円〉 

一般所得者 
（旧ただし書き所得

600万円以下） 

40,050円＋（総医療費－
133,500円）×1％ 

〈多数回該当：22,200円〉 

 
旧ただし書き所得 210
万円超 600万円以下 

40,050円＋（総医療費－
133,500円）×1％ 

〈多数回該当：22,200円〉 

 
旧ただし書き所得 210

万円以下 
28,800円 

〈多数回該当：22,200円〉 

低所得者 
（市町村民税非課税） 

17,700円 
〈多数回該当：12,300円〉 

 市町村民税非課税 
17,700円 

〈多数回該当：12,300円〉 

 
（3） 70歳以上の被保険者に係る一部負担金の割合の判定方法の見直し 
    自己負担限度額及び特記事項に変更はありません。 

【平成 26年 12月診療分以前】         【平成 27年 1月診療分以降】 

所得区分 算定基準額  所得区分 算定基準額 

現役並み所得者 
（課税所得145万円以
上） 

80,100円＋（総医療費－
267,000円）×1％ 

〈多数回該当：44,400円〉 
 

現役並み所得者 
（課税所得145万円以
上） 

80,100円＋（総医療費－
267,000円）×1％ 

〈多数回該当：44,400円〉 

一般 44,400円 
 一般 

旧ただし書き所得の
合計額 210万円以下 

44,400円 
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市町村民税非課税 24,600円  市町村民税非課税 24,600円 

市町村民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000円  
市町村民税非課税 
（所得が一定以下） 

15,000円 

 

5  受給者証等に所得区分が記入されるまでの間の取扱いについて 

難病法に基づく特定医療費及び小児慢性特定疾病医療支援の受給者証等について、高額

療養費の見直しにより変更された後の医療保険の所得区分が記載された当該受給者証等

の更新が平成 27年 1月 1日（改正法等の施行日）よりも遅れる場合、平成 27年 12月 31

日までは別添 2の取扱いとなります。 

なお、別添 2の①の場合、厚生労働省は受給者証における医療保険の所得区分の記載欄

を空欄とすることも認めているため、所得区分が記載された受給者証が交付されるまでは、

高額療養費の算定基準額は以下の取扱いとなります。 

   ≪高額療養費の算定基準額≫ 

 

 

 

 

 

6  「診療報酬請求書等の記載要領等について」の主な改正内容 

（1） 特記事項欄の記載について（別添 3参照） 

70 歳未満における高額療養費に係る所得区分の細分化に伴う限度額適用認定証等が

提示され、当該認定証等に所得区分の記載（ア～オ）がある場合には、それぞれの所

得区分に応じ、特記事項欄に「26 区ア」、「27 区イ」、「28 区ウ」、「29 区エ」又は「30

区オ」を記載してください。（医科、歯科、調剤、訪問看護全て対象） 

また、難病法に基づく特定医療費、特定疾患治療研究事業又は小児慢性特定疾病医

療支援に係る公費負担医療において、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当に

該当した場合には、所得区分に応じ、特記事項欄に「31 多ア」、「32多イ」、「33多ウ」、

「34多エ」又は「35多オ」を記載してください。 

なお、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の対象は入院のみであるため、

医科・歯科の入院外の診療報酬明細書、調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書に

記載する必要はありません。 

 

（2） 法別番号及び制度の略称表について 

   別添 4のとおり 

 

7  レセプト記載例 

小児慢性特定疾病及び難病法の特定医療費に係る公費欄の負担金額（自己負担額）につ

いては、必ず記載してください。 

難病法の特定医療費に係る負担金額の記載例は、別添 5を参照してください。 

また、特記事項等の記載例は、別添 6を参照してください。 
 
8 指定医療機関・指定医 

平成 27年 1月 1日以降は、医療費助成の対象となる医療機関等（病院、診療所、薬局、
訪問看護事業所）は、都道府県が指定した「指定医療機関」に限定されます。 

・70歳未満の者  80,100円+（医療費－267,000円）×1％ 

・70歳以上の者（入院医療）  44,400円 

・70歳以上の者（外来医療）  12,000円 
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（原則、指定されていない医療機関等を受診した際の医療費等については、償還払いの対
象になりません）。 

また、新制度に基づく、臨床調査個人票を記載することができるのは、都道府県が指定
した「指定医」に限定されます。 

「指定医療機関」及び「指定医」の申請がお済みでない医療機関等の皆様は、手続きの
ほどお願いします。 

 

9  その他 

新たな難病制度の概要、指定医療機関及び指定医の申請手続き等については、兵庫県の

ホームページに公表されていますので、ご参照ください。 

 ○新たな難病制度に関するご案内 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf16/mokujinanbyou.html 

 ○新たな小児慢性特定疾病制度に関するご案内 

  http://web.pref.hyogo.lg.jp/kf16/mokujisyouni.html 

 

10 担当係 

（1） 医科 

課係名 電話番号 担当地区 

審査第 2課医科第 1係 078-332-9516 東灘区・灘区・兵庫区・長田区・須磨区・垂水区 

審査第 2課医科第 2係 078-332-9517 
西宮市・芦屋市・宝塚市・三田市・丹波市・篠山

市・洲本市（15地区） 

審査第 2課医科第 3係 078-332-9518 

淡路市・洲本市（16 地区）・南あわじ市・西脇市

（18地区）・小野市・明石市・高砂市・加古川市・

三木市・加東市 

審査第 2課医科第 4係 078-332-9519 

加西市・西脇市（27 地区）・多可郡・加古郡・尼

崎市・川西市・川辺郡・伊丹市・姫路市（34地区）・

神崎郡 

審査第 2課医科第 5係 078-332-9512 

姫路市（35・38・40 地区）・たつの市・佐用郡・

宍粟市・赤穂郡・揖保郡・相生市・赤穂市・豊岡

市・美方郡（45地区） 

審査第 2課医科第 6係 078-332-9513 
美方郡（47 地区）・養父市・朝来市・北区・中央

区・西区 

（2） 歯科 

課係名 電話番号 担当地区 

審査第 1課歯科係 078-332-9508 全地区 

（3） 調剤 

課係名 電話番号 担当地区 

審査第 1課調剤係 078-332-9548 全地区 

（4） 訪問看護 

課係名 電話番号 担当地区 

審査第 1課訪問看護係 078-332-9535 全地区 

 

審査部審査管理課審査管理係 
TEL 078-332-9527 

FAX 078-332-9534 
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【別添１】

1 　小児慢性特定疾病
（1）既認定者

検証番号 検証番号

1 北海道 5 2 0 1 7 0 1 9 24 三重県 5 2 2 4 7 0 1 2

　札幌市 5 2 0 1 7 0 2 7 25 滋賀県 5 2 2 5 7 0 1 1

　旭川市 5 2 0 1 7 0 3 5 　大津市 5 2 2 5 7 0 2 9

　函館市 5 2 0 1 7 0 4 3 26 京都府 5 2 2 6 7 0 1 0

2 青森県 5 2 0 2 7 0 1 8 　京都市 5 2 2 6 7 0 2 8

　青森市 5 2 0 2 7 0 2 6 27 大阪府 5 2 2 7 7 0 1 9

3 岩手県 5 2 0 3 7 0 1 7 　大阪市 5 2 2 7 7 0 2 7

　盛岡市 5 2 0 3 7 0 2 5 　堺市 5 2 2 7 7 0 3 5

4 宮城県 5 2 0 4 7 0 1 6 　高槻市 5 2 2 7 7 0 4 3

　仙台市 5 2 0 4 7 0 2 4 　東大阪市 5 2 2 7 7 0 5 0

5 秋田県 5 2 0 5 7 0 1 5 　豊中市 5 2 2 7 7 0 6 8

   秋田市 5 2 0 5 7 0 2 3 　枚方市 5 2 2 7 7 0 7 6

6 山形県 5 2 0 6 7 0 1 4 28 兵庫県 5 2 2 8 7 0 1 8

7 福島県 5 2 0 7 7 0 1 3 　神戸市 5 2 2 8 7 0 2 6

　郡山市 5 2 0 7 7 0 2 1 　姫路市 5 2 2 8 7 0 3 4

  いわき市 5 2 0 7 7 0 3 9 　西宮市 5 2 2 8 7 0 4 2

8 茨城県 5 2 0 8 7 0 1 2 　尼崎市 5 2 2 8 7 0 5 9

9 栃木県 5 2 0 9 7 0 1 1 29 奈良県 5 2 2 9 7 0 1 7

　宇都宮市 5 2 0 9 7 0 2 9 　奈良市 5 2 2 9 7 0 2 5

10 群馬県 5 2 1 0 7 0 1 8 30 和歌山県 5 2 3 0 7 0 1 4

　前橋市 5 2 1 0 7 0 2 6 　和歌山市 5 2 3 0 7 0 2 2

　高崎市 5 2 1 0 7 0 3 4 31 鳥取県 5 2 3 1 7 0 1 3

11 埼玉県 5 2 1 1 7 0 1 7 32 島根県 5 2 3 2 7 0 1 2

　さいたま市 5 2 1 1 7 0 2 5 33 岡山県 5 2 3 3 7 0 1 1

　川越市 5 2 1 1 7 0 3 3 　岡山市 5 2 3 3 7 0 2 9

　越谷市 5 2 1 1 7 0 4 1 　倉敷市 5 2 3 3 7 0 3 7

12 千葉県 5 2 1 2 7 0 1 6 34 広島県 5 2 3 4 7 0 1 0

  千葉市 5 2 1 2 7 0 2 4 　広島市 5 2 3 4 7 0 2 8

  船橋市 5 2 1 2 7 0 3 2 　福山市 5 2 3 4 7 0 3 6

  柏市 5 2 1 2 7 0 4 0 35 山口県 5 2 3 5 7 0 1 9

13 東京都 5 2 1 3 7 0 1 5 　下関市 5 2 3 5 7 0 2 7

  八王子市 5 2 1 3 7 0 2 3 36 徳島県 5 2 3 6 7 0 1 8

14 神奈川県 5 2 1 4 7 0 1 4 37 香川県 5 2 3 7 7 0 1 7

  横浜市 5 2 1 4 7 0 2 2 　高松市 5 2 3 7 7 0 2 5

　川崎市 5 2 1 4 7 0 3 0 38 愛媛県 5 2 3 8 7 0 1 6

　相模原市 5 2 1 4 7 0 4 8 　松山市 5 2 3 8 7 0 2 4

　横須賀市 5 2 1 4 7 0 5 5 39 高知県 5 2 3 9 7 0 1 5

15 新潟県 5 2 1 5 7 0 1 3 　高知市 5 2 3 9 7 0 2 3

　新潟市 5 2 1 5 7 0 2 1 40 福岡県 5 2 4 0 7 0 1 2

16 富山県 5 2 1 6 7 0 1 2 　北九州市 5 2 4 0 7 0 2 0

  富山市 5 2 1 6 7 0 2 0 　福岡市 5 2 4 0 7 0 3 8

17 石川県 5 2 1 7 7 0 1 1 　久留米市 5 2 4 0 7 0 4 6

　金沢市 5 2 1 7 7 0 2 9 41 佐賀県 5 2 4 1 7 0 1 1

18 福井県 5 2 1 8 7 0 1 0 42 長崎県 5 2 4 2 7 0 1 0

19 山梨県 5 2 1 9 7 0 1 9 　長崎市 5 2 4 2 7 0 2 8

20 長野県 5 2 2 0 7 0 1 6 43 熊本県 5 2 4 3 7 0 1 9

  長野市 5 2 2 0 7 0 2 4 　熊本市 5 2 4 3 7 0 2 7

21 岐阜県 5 2 2 1 7 0 1 5 44 大分県 5 2 4 4 7 0 1 8

　岐阜市 5 2 2 1 7 0 2 3 　大分市 5 2 4 4 7 0 2 6

22 静岡県 5 2 2 2 7 0 1 4 45 宮崎県 5 2 4 5 7 0 1 7

　静岡市 5 2 2 2 7 0 2 2 　宮崎市 5 2 4 5 7 0 2 5

　浜松市 5 2 2 2 7 0 3 0 46 鹿児島県 5 2 4 6 7 0 1 6

23 愛知県 5 2 2 3 7 0 1 3 　鹿児島市 5 2 4 6 7 0 2 4

　名古屋市 5 2 2 3 7 0 2 1 47 沖縄県 5 2 4 7 7 0 1 5

　豊田市 5 2 2 3 7 0 3 9   那覇市 5 2 4 7 7 0 2 3

　豊橋市 5 2 2 3 7 0 4 7

　岡崎市 5 2 2 3 7 0 5 4

実施機関名
公費負担者番号

法別番号 都道府県番号 実施機関番号
実施機関名

公費負担者番号

法別番号 都道府県番号 実施機関番号

公費負担者番号一覧



（2）新規認定者

検証番号 検証番号

1 北海道 5 2 0 1 8 0 1 7 24 三重県 5 2 2 4 8 0 1 0

　札幌市 5 2 0 1 8 0 2 5 25 滋賀県 5 2 2 5 8 0 1 9

　旭川市 5 2 0 1 8 0 3 3 　大津市 5 2 2 5 8 0 2 7

　函館市 5 2 0 1 8 0 4 1 26 京都府 5 2 2 6 8 0 1 8

2 青森県 5 2 0 2 8 0 1 6 　京都市 5 2 2 6 8 0 2 6

　青森市 5 2 0 2 8 0 2 4 27 大阪府 5 2 2 7 8 0 1 7

3 岩手県 5 2 0 3 8 0 1 5 　大阪市 5 2 2 7 8 0 2 5

　盛岡市 5 2 0 3 8 0 2 3 　堺市 5 2 2 7 8 0 3 3

4 宮城県 5 2 0 4 8 0 1 4 　高槻市 5 2 2 7 8 0 4 1

　仙台市 5 2 0 4 8 0 2 2 　東大阪市 5 2 2 7 8 0 5 8

5 秋田県 5 2 0 5 8 0 1 3 　豊中市 5 2 2 7 8 0 6 6

   秋田市 5 2 0 5 8 0 2 1 　枚方市 5 2 2 7 8 0 7 4

6 山形県 5 2 0 6 8 0 1 2 28 兵庫県 5 2 2 8 8 0 1 6

7 福島県 5 2 0 7 8 0 1 1 　神戸市 5 2 2 8 8 0 2 4

　郡山市 5 2 0 7 8 0 2 9 　姫路市 5 2 2 8 8 0 3 2

  いわき市 5 2 0 7 8 0 3 7 　西宮市 5 2 2 8 8 0 4 0

8 茨城県 5 2 0 8 8 0 1 0 　尼崎市 5 2 2 8 8 0 5 7

9 栃木県 5 2 0 9 8 0 1 9 29 奈良県 5 2 2 9 8 0 1 5

　宇都宮市 5 2 0 9 8 0 2 7 　奈良市 5 2 2 9 8 0 2 3

10 群馬県 5 2 1 0 8 0 1 6 30 和歌山県 5 2 3 0 8 0 1 2

　前橋市 5 2 1 0 8 0 2 4 　和歌山市 5 2 3 0 8 0 2 0

　高崎市 5 2 1 0 8 0 3 2 31 鳥取県 5 2 3 1 8 0 1 1

11 埼玉県 5 2 1 1 8 0 1 5 32 島根県 5 2 3 2 8 0 1 0

　さいたま市 5 2 1 1 8 0 2 3 33 岡山県 5 2 3 3 8 0 1 9

　川越市 5 2 1 1 8 0 3 1 　岡山市 5 2 3 3 8 0 2 7

　越谷市 5 2 1 1 8 0 4 9 　倉敷市 5 2 3 3 8 0 3 5

12 千葉県 5 2 1 2 8 0 1 4 34 広島県 5 2 3 4 8 0 1 8

  千葉市 5 2 1 2 8 0 2 2 　広島市 5 2 3 4 8 0 2 6

  船橋市 5 2 1 2 8 0 3 0 　福山市 5 2 3 4 8 0 3 4

  柏市 5 2 1 2 8 0 4 8 35 山口県 5 2 3 5 8 0 1 7

13 東京都 5 2 1 3 8 0 1 3 　下関市 5 2 3 5 8 0 2 5

  八王子市 5 2 1 3 8 0 2 1 36 徳島県 5 2 3 6 8 0 1 6

14 神奈川県 5 2 1 4 8 0 1 2 37 香川県 5 2 3 7 8 0 1 5

  横浜市 5 2 1 4 8 0 2 0 　高松市 5 2 3 7 8 0 2 3

　川崎市 5 2 1 4 8 0 3 8 38 愛媛県 5 2 3 8 8 0 1 4

　相模原市 5 2 1 4 8 0 4 6 　松山市 5 2 3 8 8 0 2 2

　横須賀市 5 2 1 4 8 0 5 3 39 高知県 5 2 3 9 8 0 1 3

15 新潟県 5 2 1 5 8 0 1 1 　高知市 5 2 3 9 8 0 2 1

　新潟市 5 2 1 5 8 0 2 9 40 福岡県 5 2 4 0 8 0 1 0

16 富山県 5 2 1 6 8 0 1 0 　北九州市 5 2 4 0 8 0 2 8

  富山市 5 2 1 6 8 0 2 8 　福岡市 5 2 4 0 8 0 3 6

17 石川県 5 2 1 7 8 0 1 9 　久留米市 5 2 4 0 8 0 4 4

　金沢市 5 2 1 7 8 0 2 7 41 佐賀県 5 2 4 1 8 0 1 9

18 福井県 5 2 1 8 8 0 1 8 42 長崎県 5 2 4 2 8 0 1 8

19 山梨県 5 2 1 9 8 0 1 7 　長崎市 5 2 4 2 8 0 2 6

20 長野県 5 2 2 0 8 0 1 4 43 熊本県 5 2 4 3 8 0 1 7

  長野市 5 2 2 0 8 0 2 2 　熊本市 5 2 4 3 8 0 2 5

21 岐阜県 5 2 2 1 8 0 1 3 44 大分県 5 2 4 4 8 0 1 6

　岐阜市 5 2 2 1 8 0 2 1 　大分市 5 2 4 4 8 0 2 4

22 静岡県 5 2 2 2 8 0 1 2 45 宮崎県 5 2 4 5 8 0 1 5

　静岡市 5 2 2 2 8 0 2 0 　宮崎市 5 2 4 5 8 0 2 3

　浜松市 5 2 2 2 8 0 3 8 46 鹿児島県 5 2 4 6 8 0 1 4

23 愛知県 5 2 2 3 8 0 1 1 　鹿児島市 5 2 4 6 8 0 2 2

　名古屋市 5 2 2 3 8 0 2 9 47 沖縄県 5 2 4 7 8 0 1 3

　豊田市 5 2 2 3 8 0 3 7   那覇市 5 2 4 7 8 0 2 1

　豊橋市 5 2 2 3 8 0 4 5

　岡崎市 5 2 2 3 8 0 5 2

公費負担者番号

法別番号 都道府県番号 実施機関番号
実施機関名 実施機関名

公費負担者番号

法別番号 都道府県番号 実施機関番号



2   難病法に基づく特定医療費
（1）　経過的特例の適用を受ける者

5 4 0 1 5 0 1 1 5 4 2 5 5 0 1 3

5 4 0 2 5 0 1 0 5 4 2 6 5 0 1 2

5 4 0 3 5 0 1 9 5 4 2 7 5 0 1 1

5 4 0 4 5 0 1 8 5 4 2 8 5 0 1 0

5 4 0 5 5 0 1 7 5 4 2 9 5 0 1 9

5 4 0 6 5 0 1 6 5 4 3 0 5 0 1 6

5 4 0 7 5 0 1 5 5 4 3 1 5 0 1 5

5 4 0 8 5 0 1 4 5 4 3 2 5 0 1 4

5 4 0 9 5 0 1 3 5 4 3 3 5 0 1 3

5 4 1 0 5 0 1 0 5 4 3 4 5 0 1 2

5 4 1 1 5 0 1 9 5 4 3 5 5 0 1 1

5 4 1 2 5 0 1 8 5 4 3 6 5 0 1 0

5 4 1 3 5 0 1 7 5 4 3 7 5 0 1 9

5 4 1 4 5 0 1 6 5 4 3 8 5 0 1 8

5 4 1 5 5 0 1 5 5 4 3 9 5 0 1 7

5 4 1 6 5 0 1 4 5 4 4 0 5 0 1 4

5 4 1 7 5 0 1 3 5 4 4 1 5 0 1 3

5 4 1 8 5 0 1 2 5 4 4 2 5 0 1 2

5 4 1 9 5 0 1 1 5 4 4 3 5 0 1 1

5 4 2 0 5 0 1 8 5 4 4 4 5 0 1 0

5 4 2 1 5 0 1 7 5 4 4 5 5 0 1 9

5 4 2 2 5 0 1 6 5 4 4 6 5 0 1 8

5 4 2 3 5 0 1 5 5 4 4 7 5 0 1 7

5 4 2 4 5 0 1 4

（2）上記（1）以外の者

5 4 0 1 6 0 1 9 5 4 2 5 6 0 1 1

5 4 0 2 6 0 1 8 5 4 2 6 6 0 1 0

5 4 0 3 6 0 1 7 5 4 2 7 6 0 1 9

5 4 0 4 6 0 1 6 5 4 2 8 6 0 1 8

5 4 0 5 6 0 1 5 5 4 2 9 6 0 1 7

5 4 0 6 6 0 1 4 5 4 3 0 6 0 1 4

5 4 0 7 6 0 1 3 5 4 3 1 6 0 1 3

5 4 0 8 6 0 1 2 5 4 3 2 6 0 1 2

5 4 0 9 6 0 1 1 5 4 3 3 6 0 1 1

5 4 1 0 6 0 1 8 5 4 3 4 6 0 1 0

5 4 1 1 6 0 1 7 5 4 3 5 6 0 1 9

5 4 1 2 6 0 1 6 5 4 3 6 6 0 1 8

5 4 1 3 6 0 1 5 5 4 3 7 6 0 1 7

5 4 1 4 6 0 1 4 5 4 3 8 6 0 1 6

5 4 1 5 6 0 1 3 5 4 3 9 6 0 1 5

5 4 1 6 6 0 1 2 5 4 4 0 6 0 1 2

5 4 1 7 6 0 1 1 5 4 4 1 6 0 1 1

5 4 1 8 6 0 1 0 5 4 4 2 6 0 1 0

5 4 1 9 6 0 1 9 5 4 4 3 6 0 1 9

5 4 2 0 6 0 1 6 5 4 4 4 6 0 1 8

5 4 2 1 6 0 1 5 5 4 4 5 6 0 1 7

5 4 2 2 6 0 1 4 5 4 4 6 6 0 1 6

5 4 2 3 6 0 1 3 5 4 4 7 6 0 1 5

5 4 2 4 6 0 1 2

都道府県名 法別番号 都道府県番号 実施機関番号 検証番号 都道府県名 法別番号 都道府県番号 実施機関番号 検証番号

都道府県名 法別番号 都道府県番号 実施機関番号 検証番号 都道府県名 法別番号 都道府県番号 実施機関番号 検証番号

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

愛知県

三重県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

静岡県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

福島県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

北海道

山梨県

長野県

岐阜県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

沖縄県

徳島県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

神奈川県

新潟県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

福井県

山梨県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

広島県

山口県

富山県

石川県

茨城県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

香川県



受給者証等に所得区分が記入されるまでの間の取扱い 

 

    

 

【別添 2】 



【別添３】 

 

「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和 51年 8月 7日保険発第 82号） 

の一部改正について 

 

１ 別紙１のⅡの第３の２の（13）の表中「17」から「19」及び「22」を次のように改める。 

 

コード 略 号 内 容 

１７ 上位 70歳以上で「標準報酬月額 28万円以上（国民健康保険及び後期高齢者医療

にあっては課税所得 145 万円以上）の世帯」の適用区分（Ⅳ）の記載のある

難病の患者に対する医療等に関する法律（以下「難病法」という。）に基づく

医療受給者証（以下「特定医療費受給者証」という。）又は特定疾患医療受給

者証が提示された場合（特記事項「２２」に該当する場合を除く。） 

１８ 一般 70歳以上で「標準報酬月額 26万円以下（国民健康保険及び後期高齢者医療

にあっては課税所得 145 万円未満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記載のある

特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合 

１９ 低所 70 歳以上で「低所得者の世帯」の適用区分（Ⅰ又はⅡ）の記載のある特定

医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合 

２２ 多上 70歳以上で「標準報酬月額 28万円以上（国民健康保険及び後期高齢者医療

にあっては課税所得 145 万円以上）の世帯」の適用区分（Ⅳ）の記載のある

特定医療費受給者証又は特定疾患医療受給者証が提示された場合であって、

難病法による特定医療又は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療（入院

に限る。）の自院における高額療養費の支給が直近１２か月間において４月目

以上である場合 

 

２ 別紙１のⅡの第３の２の（13）の表の「23」及び「24」を削る。 

 

コード 略 号 内 容 

２３ 多一 「上位所得者の世帯」又は「低所得者の世帯」以外の適用区分の記載のある

特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾患医療受診券が提示された場合で

あって、特定疾患給付対象療養高額療養費多数回該当の場合 

２４ 多低 「低所得者の世帯」の適用区分の記載のある特定疾患医療受給者証又は小児

慢性特定疾患医療受診券が提示された場合であって、特定疾患給付対象療養高

額療養費多数回該当の場合 

 

 

 

 



３ 別紙１のⅡの第３の２の（13）の表の「25」の次に次のように加える。 

 

コード 略 号 内 容 

２６ 区ア 70歳未満で以下のいずれかに該当する場合 

① 「標準報酬月額 83 万円以上（国民健康保険及び退職者医療にあっては、

旧ただし書き所得 901 万円超）の世帯」の限度額適用認定証（適用区分

が（ア））が提示された場合 

② 「標準報酬月額 83 万円以上（国民健康保険及び退職者医療にあっては、

旧ただし書き所得 901 万円超）の世帯」の適用区分（ア）の記載のある

特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療

受給者証が提示された場合（特記事項「３１」に該当する場合を除く。） 

２７ 区イ 70歳未満で以下のいずれかに該当する場合 

① 「標準報酬月額 53万～79万円（国民健康保険及び退職者医療にあって

は、旧ただし書き所得 600万円超～901 万円以下）の世帯」の限度額適用

認定証（適用区分が（イ））が提示された場合 

② 「標準報酬月額 53万～79万円（国民健康保険及び退職者医療にあって

は、旧ただし書き所得 600万円超～901 万円以下）の世帯」の適用区分（イ）

の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性

特定疾病医療受給者証が提示された場合（特記事項「３２」に該当する

場合を除く。） 

２８ 区ウ 70歳未満で以下のいずれかに該当する場合 

① 「標準報酬月額 28万～50万円（国民健康保険及び退職者医療にあって

は、旧ただし書き所得 210万円超～600 万円以下）の世帯」の限度額適用

認定証（適用区分が（ウ））が提示された場合 

② 「標準報酬月額 28万～50万円（国民健康保険及び退職者医療にあって

は、旧ただし書き所得 210万円超～600 万円以下）の世帯」の適用区分（ウ）

の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性

特定疾病医療受給者証が提示された場合（特記事項「３３」に該当する

場合を除く。） 

２９ 区エ 70歳未満で以下のいずれかに該当する場合 

① 「標準報酬月額 26 万円以下（国民健康保険及び退職者医療にあっては、

旧ただし書き所得 210 万円以下）の世帯」の限度額適用認定証（適用区

分が（エ））が提示された場合 

② 「標準報酬月額 26 万円以下（国民健康保険及び退職者医療にあっては、

旧ただし書き所得 210 万円以下）の世帯」の適用区分（エ）の記載のあ

る特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医

療受給者証が提示された場合（特記事項「３４」に該当する場合を除く。） 



３０ 区オ 70歳未満で以下のいずれかに該当する場合 

① 「低所得者の世帯」の限度額適用認定証又は限度額適用・標準負担額減

額認定証（適用区分が（オ））が提示された場合 

② 「低所得者の世帯」の適用区分（オ）の記載のある特定医療費受給者証、

特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示された

場合（特記事項「３５」に該当する場合を除く。） 

３１ 多ア 70歳未満で「標準報酬月額 83万円以上（国民健康保険及び退職者医療にあ

っては、旧ただし書き所得 901万円超）の世帯」の適用区分（ア）の記載のあ

る特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受給

者証が提示された場合であって、難病法による特定医療、特定疾患治療研究事

業又は小児慢性特定疾病医療支援に係る公費負担医療（入院に限る。）の自院

における高額療養費の支給が直近１２か月間において４月目以上である場合

（以下「特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合」という。） 

３２ 多イ 70歳未満で「標準報酬月額 53万～79万円（国民健康保険及び退職者医療に

あっては、旧ただし書き所得 600万円超～901 万円以下）の世帯」の適用区分

（イ）の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性

特定疾病医療受給者証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額

療養費多数回該当の場合 

３３ 多ウ 70歳未満で「標準報酬月額 28万～50万円（国民健康保険及び退職者医療に

あっては、旧ただし書き所得 210万円超～600 万円以下）の世帯」の適用区分

（ウ）の記載のある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性

特定疾病医療受給者証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額

療養費多数回該当の場合 

３４ 多エ 70歳未満で「標準報酬月額 26万円以下（国民健康保険及び退職者医療にあ

っては、旧ただし書き所得 210万円以下）の世帯」の適用区分（エ）の記載の

ある特定医療費受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受

給者証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該

当の場合 

３５ 多オ 70 歳未満で「低所得者の世帯」の適用区分（オ）の記載のある特定医療費

受給者証、特定疾患医療受給者証又は小児慢性特定疾病医療受給者証が提示さ

れた場合であって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合 

 



【別添４】 

 

別紙２の別添２の別表１の(３)を次のように改める。 

 

公 

費 

負 

担 

医 

療 

制 

度 

区 分 
法別 

番号 
制度の略称 

戦傷病者特別援護法による 

療養の給付（法第 10条関係） １３ ― 

更生医療（法第 20条関係） １４ ― 

原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律による 
認定疾病医療（法第 10条関係） １８ ― 

感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律による 

新感染症の患者の入院(法第 37条関係) ２９ ― 

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関す

る法律による医療の実施に係る医療の給付（法第 81条関係） 
３０ ― 

感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律による 

結核患者の適正医療（法第 37 条の２関係） １０ （感 37の 2） 

結核患者の入院（法第 37条関係） １１ （結核入院） 

精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律による 
措置入院（法第 29条関係） ２０ （精 29） 

障害者総合支援法による 

精神通院医療（法第５条関係） ２１ （精神通院） 

更生医療（法第５条関係） １５ ― 

育成医療（法第５条関係） １６ ― 

療養介護医療（法第 70 条関係）及び基準

該当療養介護医療（法第 71条関係） 
２４ ― 

麻薬及び向精神薬取締法による入院措置（法第 58条の８関係） ２２  ― 

感染症の予防及び感染症の

患者に対する医療に関する

法律による 

一類感染症等の患者の入院(法第 37 条関

係) 
２８ 

(感染症 

入院) 

 

 

 



公 

費 

負 

担 

医 

療 

制 

度 

区 分 
法別 

番号 
制度の略称 

児童福祉法による 

療育の給付（法第 20条関係） １７  

肢体不自由児通所医療（法第 21条の 5  の

28関係）及び障害児入所医療（法第 24 

条の 20関係） 

７９ ― 

原子爆弾被爆者に対する援

護に関する法律による 
一般疾病医療費（法第 18条関係） １９ ― 

母子保健法による養育医療（法第 20条関係） ２３ ― 

児童福祉法による小児慢性特定疾病医療支援（法第 19条の２関係） ５２ ― 

難病の患者に対する医療等

に関する法律による 
特定医療（法第５条関係） ５４ ― 

特定疾患治療費、先天性血液凝固因子障害等治療費、水俣病総合対策費

の国庫補助による療養費及び研究治療費、茨城県神栖町における有機ヒ

素化合物による環境汚染及び健康被害に係る緊急措置事業要綱による医

療費及びメチル水銀の健康影響による治療研究費 

５１ ― 

肝炎治療特別促進事業に係る医療の給付 ３８ ― 

児童福祉法の措置等に係る医療の給付 ５３ ― 

石綿による健康被害の救済に関する法律による医療費の支給（法第４条

関係） 
６６ ― 

特定Ｂ型肝炎ウイルス感染症給付費等の支給に関する特別措置法による

定期検査費及び母子感染症防止医療費の支給（法第 12 条第１項及び第

13条第１項関係） 

６２ ― 

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律第 14 条第４項に規定する医

療支援給付（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立

の支援に関する法律の一部を改正する法律附則第４条第２項において準

用する場合を含む。） 

２５ ― 

生活保護法による医療扶助（法第 15条関係） １２ （生保） 

 



難病法の特定医療費に係る負担金額の記載 

  

 

 

【別添５】 



 

 
 

 

 
 
 



 

 

 
 

 

 

 
 
 



 

 

 

 
 
※厚生労働省健康局疾病対策課「特定医療費に係る自己負担上限額管理票等の記載方法

について（指定医療機関用）」から抜粋 

 



【別添６】
レセプト記載例

事例１　[全点数]　自己負担割合額（2割）が自己負担限度額（券面額）未満
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
7,000円 0円 1,000円 2,000円

特記事項

請求点数 一部負担金額

保険 1,000

公費① 2,000
公費②

※法別54（実施機関番号501）、法別52（実施機関番号700番台・800番台）も同様

事例２　[分点数]　自己負担割合額（2割）が自己負担限度額（券面額）未満
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
14,000円 0円 1,000円 5,000円

特記事項

請求点数 一部負担金額

保険 2,000

公費① 1,000 2,000
公費②

※法別54（実施機関番号501）、法別52（実施機関番号700番台・800番台）も同様

事例３　[分点数]　自己負担割合額（2割）が高額療養費限度額以上
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
420,000円 26,140円 70,430円 83,430円

特記事項

請求点数 負担金額 回数 請求基準額 標準負担額

保険 60,000
（80,430）
153,860

93 59,520 24,180

公費① 30,000 10,000 0 0 0
公費②

〈食事・生活療養〉
保険 公費 患者

420,000円 70,430円 83,430円

※法別54（実施機関番号501）、法別52（実施機関番号700番台・800番台）も同様

事例４　[全点数]　自己負担割合額（3割）が高額療養費限度額以上
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
700,000円 212,570円 0円 87,430円

特記事項

請求点数 負担金額 回数 請求基準額 標準負担額

保険 100,000 87,430

公費①
公費②

事例５　[分点数]　自己負担割合額（3割）が高額療養費限度額以上
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
700,000円 188,170円 76,430円 35,400円

特記事項

請求点数 負担金額 回数 請求基準額 標準負担額

保険 100,000
（81,430）
111,830

公費① 40,000 5,000
公費②

事例６　[全点数]　自己負担割合額（1割）が自己負担限度額（券面額）以上かつ高額療養費限度額未満
種別 レセプトの内容

保険 高額 公費 患者
45,000円 0円 2,500円 2,500円

特記事項

請求点数 一部負担金額

保険 5,000

公費① 2,500
公費②

・保険：〈単独〉59,520円－24,180円＝35,340円
・患者：〈単独〉24,180円

国
保
・
公
費
併
用

・総医療費：600,000円
・医科
・本人入院
・7割
・公費（難病法）…法別54
・公費対象医療費：300,000円
・負担上限月額：10,000円
・所得区分：一般所得者ウ

・保険：〈公費〉50,000円×0.9＝45,000円
・患者：〈公費〉2,500円
　　　　 ※　費用額1割≧自己負担限度額（低所得Ⅰ2,500円）のため
　　　　　 券面額記載
・公費：〈公費〉50,000円×0.1-2,500円＝2,500円

19　低所

療養の給付

療養の給付 食事・生活療養

28　区ウ

レセプトの記載

金額計算
〈療養の給付〉

公費負担者番号① ５４２８６０１８

・保険：〈単独〉300,000円×0.7＝210,000円
　　　　 〈公費〉300,000円×0.7＝210,000円
・患者：〈単独〉（80,100円＋（600,000円－267,000円）×0.01）－10,000円
　　　　　　　　 ＝73,430円
　　　　 〈公費〉10,000円
　　　　 ※　費用額2割≧自己負担限度額（一般所得Ⅰ10,000円）のため
　　　　 　券面額記載
・公費：〈公費〉（80,100円＋（300,000円－267,000円）×0.01）－10,000円
　　　　　　　　 ＝70,430円
・高額：〈単独〉300,000円×0.3－73,430円＝16,570円
　　　　 〈公費〉300,000円×0.3－10,000円－70,430円＝9,570円

金額計算

国
保
・
公
費
併
用

・総医療費：1,000,000円
・医科
・本人入院
・7割
・公費（更生医療）…法別15
・公費対象医療費：400,000円
・負担上限月額：5,000円
・所得区分：低所得者オ

１５２８○○○○
公費負担者番号②

・保険：〈単独〉600,000円×0.7＝420,000円
　　　　 〈公費〉400,000円×0.7＝280,000円
・患者：〈単独〉35,400円－5,000円＝30,400円
　　　　 〈公費〉5,000円
・公費：〈公費〉（80,100円＋（400,000円－267,000円）×0.01）－5,000円
　　　　　　　　 ＝76,430円
・高額：〈単独〉600,000円×0.3－30,400円＝149,600円
　　　　 〈公費〉120,000円－（80,100円＋（400,000円－267,000円）×0.01）
　　　　　　　　 ＝38,570円

〈療養の給付〉

国
保
・
公
費
併
用

・総医療費：20,000円
・医科
・本人外来
・7割
・公費（難病法）…法別54
・公費対象医療費：10,000円
・負担上限月額：10,000円
・所得区分：一般所得者ウ

療養の給付 食事・生活療養

公費負担者番号②

レセプトの記載

公費負担者番号① ５４２８６０１８
公費負担者番号②

・保険：〈単独〉10,000円×0.7＝7,000円
　　　　 〈公費〉10,000円×0.7＝7,000円
・患者：〈単独〉10,000円×0.3＝3,000円
　　　　 〈公費〉10,000円×0.2＝2,000円
　　　　 ※　費用額2割＜自己負担限度額（一般所得Ⅰ10,000円）のため
　　　　 　 2割記載
・公費：〈公費〉10,000円×0.3-2,000円＝1,000円

療養の給付

28　区ウ

レセプトの記載 金額計算

レセプトの記載 金額計算

国
保
単
独

 
・総医療費：1,000,000円
・医科
・本人入院
・7割
・所得区分：一般所得者ウ

〈療養の給付〉
公費負担者番号①

〈療養の給付〉

・保険：〈単独〉1,000,000円×0.7＝700,000円
・患者：〈単独〉80,100円＋（1,000,000円－267,000円）×0.01＝87,430円
・高額：〈単独〉300,000円－（80,100円＋（1,000,000円－267,000円）×
0.01）
　　　　　　　　 ＝212,570円

レセプトの記載 金額計算
〈療養の給付〉

28　区ウ

療養の給付 食事・生活療養

30　区オ

公費負担者番号①

レセプトの記載 金額計算

国
保
・
公
費
併
用

・総医療費：10,000円
・医科
・本人外来
・7割
・公費（難病法）…法別54
・公費対象医療費：10,000円
・負担上限月額：10,000円
・所得区分：一般所得者ウ

〈療養の給付〉
公費負担者番号① ５４２８６０１８

療養の給付

28　区ウ

公費負担者番号②

・保険：〈公費〉10,000円×0.7＝7,000円
・患者：〈公費〉10,000円×0.2＝2,000円
　　　　 ※　費用額2割＜自己負担限度額（一般所得Ⅰ10,000円）のため
　　　　　　2割記載
・公費：〈公費〉10,000円×0.3-2,000円＝1,000円

後
期
・
公
費
併
用

・総医療費：50,000円
・医科
・本人外来
・9割
・公費（難病法）…法別54
・公費対象医療費：50,000円
・負担上限月額：2,500円
・所得区分：低所得Ⅰ

公費負担者番号① ５４２８６０１８
公費負担者番号②

公費負担者番号②
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